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税務訴訟資料 第２６１号－８４（順号１１６７４） 

東京地方裁判所 平成●●年（○ ○）第● ●号、平成●●年（○ ○）第● ●号 所得税更正処分

取消等請求事件 

国側当事者・国（熱田税務署長、新宿税務署長事務承継者江東西税務署長） 

平成２３年４月２１日却下・棄却・控訴 

 

判 決 

第１事件原告       甲 

第２事件原告       乙 

上記両名訴訟代理人弁護士 鳥飼 重和 

             木山 泰嗣 

             渡辺 拓 

             藤池 尚恵 

同補佐人税理士      原木 規江 

被告           国 

同代表者法務大臣     江田 五月 

同指定代理人       吉田 俊介 

             荒井 秀太郎 

             嶺山 登 

             西田 昭夫 

第１事件処分行政庁    熱田税務署長 

             藤具 豊 

同第１事件指定代理人   林 亮二 

             小林 昭彦 

             古田 文 

第２事件処分行政庁    新宿税務署長事務承継者 

             江東西税務署長 

             依田 悦子 

同第２事件指定代理人   佐藤 謙一 

             河野 博己 

             佐藤 正敏 

 

主 文 

１ 本件訴えのうち、原告らに対する更正をすべき理由がない旨の通知処分の取消しを求める部分を

いずれも却下する。 

２ その余の訴えに係る原告らの請求をいずれも棄却する。 

３ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

 

事実及び理由 
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第１ 請求 

１ 第１事件 

(1) 熱田税務署長が第１事件原告甲（以下「原告甲」という。）に対して平成１９年７月２日付

けでした平成１８年分の所得税の更正処分（ただし、平成１９年１２月２５日付けでされた更

正処分により一部取り消された後のもの。以下「原告甲更正処分」という。）のうち、課税総

所得金額１億９５５１万１０００円、納付すべき税額６８５８万２６００円を超える部分及び

過少申告加算税賦課決定処分（以下「原告甲賦課決定処分」といい、原告甲更正処分と併せて

「原告甲更正処分等」という。）を取り消す。 

(2) 熱田税務署長が原告甲に対して平成１９年７月２日付けでした原告甲の平成１８年分の所

得税に係る更正の請求（平成１９年６月２７日付け。以下「原告甲更正請求」という。）につ

き更正をすべき理由がない旨の通知処分（以下「原告甲通知処分」という。）を取り消す。 

２ 第２事件 

(1) 新宿税務署長が第２事件原告乙（以下「原告乙」という。）に対して平成１９年６月２７日

付けでした平成１７年分の所得税の更正処分（以下「原告乙更正処分①」という。）のうち、

課税総所得金額７２２３万９０００円、納付すべき税額１８０４万８３００円を超える部分及

び過少申告加算税賦課決定処分（以下、「原告乙賦課決定処分①」といい、原告乙更正処分①

と併せて「原告乙更正処分等①」という。）を取り消す。 

(2) 新宿税務署長が原告乙に対して平成１９年６月２７日付けでした平成１８年分の所得税の

更正処分（以下「原告乙更正処分②」という。）のうち、課税総所得金額５８８０万円、納付

すべき税額９４４万２４００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分（以下「原告乙

賦課決定処分②」といい、原告乙更正処分②と併せて「原告乙更正処分等②」という。）を取

り消す。 

(3) 新宿税務署長が原告乙に対して平成１９年６月２７日付けでした原告乙の平成１７年分の

所得税に係る更正の請求（平成１９年３月１４日付け。以下「原告乙更正請求」という。）に

つき更正をすべき理由がない旨の通知処分（以下「原告乙通知処分」といい、原告甲通知処分

と併せて「本件各通知処分」という。）を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は、原告甲が平成１８年分の所得税について、原告乙が平成１７年分及び平成１８年分の所

得税について、民法６６７条１項に規定する組合契約により成立する組合（以下「任意組合」とい

う。）であって原告らの出資先である「Ａ組合」（以下「本件組合」という。）を通じて取得した新

株予約権の行使による経済的利益が一時所得に該当するなどとして、それぞれ確定申告又は更正の

請求をしたところ、更正の請求に対しては更正をすべき理由がない旨の通知処分を受けるとともに、

上記経済的利益が雑所得に該当し、上記経済的利益算定の基礎となる株式の価格は権利行使の日に

おける証券取引所の公表する最終価格によるとして、それぞれ更正処分及び過少申告加算税賦課決

定処分を受けたことから、これらの処分が違法であると主張して、増額更正処分及び過少申告加算

税賦課決定処分（原告甲更正処分等、原告乙更正処分等①及び原告乙更正処分等②。以下、原告乙

更正処分等①及び原告乙更正処分等②を併せて「原告乙各更正処分等」といい、以上の処分を併せ

て「本件各更正処分等」という。）並びに更正をすべき理由がない旨の通知処分（本件各通知処分）

の取消しを求めている事案である。 

１ 前提事実（争いのない事実、顕著な事実並びに末尾記載の証拠及び弁論の全趣旨により容易に
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認められる事実） 

(1) 当事者等 

ア 原告甲は、株式会社Ｂ（以下「Ｂ」という。）の代表取締役であり、Ａ組合（本件組合）

の非業務執行組合員である。 

 なお、Ｂは、本件組合の業務執行組合員である。 

イ 原告乙は、本件組合の非業務執行組合員である。 

ウ 株式会社Ｃ（以下「Ｃ」という。）は、ねじの製造・販売を主な事業内容とする株式会社

であり、Ｄ証券取引所（第２部）上場企業である。 

(2) 原告らが本件株式を取得した経緯 

ア 本件組合の結成 

 原告らは、平成１７年４月１６日、次のとおり本件組合を設立する旨の投資事業組合契約

（以下「本件組合契約」という。甲１、２）を締結し、原告甲は３６９口、原告乙は２５０

口を出資口数とする本件組合の非業務執行組合員となった。 

(ア) 本件組合の目的及び存続期間 

 本件組合は、組合財産又はＣが発行した若しくは発行する株式、新株予約権等を取得し

て投資することを目的とするものとし、本件組合契約の効力は平成１７年４月１６日をも

って発生し、その存続期間は同日から４年間とする（同契約書２条）。 

(イ) 本件組合の法的性格とその所在地 

 本件組合は民法上の組合であり（同契約書３条）、本件組合の事務所を名古屋市中区に

所在するＢに設置する（同契約書４条）。 

(ウ) 出資 

 ① 各組合員の出資金は１口につき２２万１０００円とするが、本件組合の業務に関し

て発生し本件組合の負担すべき全ての費用に充当するための金額を含め、１口につき２２

万５６４１円を払込金とする。② また、組合員は、各自の出資金を、平成１７年９月３

０日までに１口につき１０００円、同日以降１口につき２２万４６４１円を（Ｃに対する）

新株予約権の行使を希望する都度、組合口座に入金して払い込むものとする（同契約書６

条及び２５条）。 

(エ) 組合業務の執行 

ａ 業務執行組合員とその権限 

 Ｂが本件組合の業務執行組合員となり、その他の各組合員は本件組合の業務の執行を

業務執行組合員に委任することを本契約に調印することにより証する（同契約書５条）。 

 業務執行組合員は、本件組合の目的達成のため、次の事項に関し、本件組合の名にお

いて、又は業務執行組合員の名において、業務を執行し、裁判上及び裁判外において本

件組合を代表する権限を有する（同契約書９条）。 

(a) Ｃが発行した又は発行する株式又は新株予約権等の選定、組合財産の運用及び管

理に関する事項 

(b) Ｃの育成、同社が発行した又は発行する株式又は新株予約権等に関する議決権行

使等及びＣに対する投資に関する事項 

ｂ 非業務執行組合員の権限 

 原告らを含む非業務執行組合員は、一定の場合を除き、業務執行に関与し、本件組合
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を代表するいかなる権限も有しない。ただし、業務執行組合員に対し、本件組合の財産

の運用につき意見を述べることができるとともに、書面で、本件組合の財産状況及び業

務執行状況につき質問をすること等ができる（同契約書１０条）。 

(オ) 組合員の責任 

 非業務執行組合員は、出資義務以外に本件組合の債務を弁済する責任を負わない。ただ

し、本件組合の債務が全組合財産による弁済後も残存する場合、業務執行組合員は、非業

務執行組合員に対して、分配された組合財産の全部又は一部の返還を請求することができ

る（同契約書１２条）。 

 また、業務執行組合員も、出資義務以外に本件組合の債務を弁済する責任を負わない。

ただし、本件組合の債務が全組合財産による弁済及び上記の分配済財産による弁済後も残

存する場合、業務執行組合員は当該残存債務の弁済義務を負担する（同契約書１３条）。 

(カ) Ｃの業務管理 

 業務執行組合員は、本件組合の目的達成のため、適宜、Ｃの業務状況を調査し、その経

営に関し助言を与えるなど、その裁量により適切と考える行為をなすよう努める（同契約

書１８条）。 

(キ) 組合財産の帰属とその割合 

 組合財産は組合員の共有とし、組合員は、その出資口数の割合に応じてあん分した組合

持分を有する（同契約書２０条）。 

 また、本件組合の事業に関する損益等、組合財産の増減は、すべて組合員にその組合持

分に応じて帰属するものとする（同契約書２１条）。 

(ク) 組合財産の分配 

ａ 決算期において、全ての期間損益の決算がなされ、組合員は各自の組合持分に応じて

割り当てられ、純損が発生した場合は翌期に繰り越される（同契約書２２条１項）。 

ｂ 業務執行組合員は、各決算期ごとに、組合員に割り当てられた組合財産を、取得原価

相当分の全部又は一部も含め、その裁量により分配することができる（同契約書２２条

２項）。 

ｃ 組合員は、本契約６条２項（上記(ウ)②）に従い、組合員が出資金の全額を払い込ん

だ場合には、本件組合は（Ｃに対する）新株予約権を直ちに行使し、発行された株式を

当該組合員に現物分配するものとされ（同契約書２２条３項）、当該株式は分配実施日

の翌日から各組合員の専有に属する（同契約書２４条）。 

（甲１、２） 

イ Ｃによる新株予約権の発行及び本件組合に対する割当て 

 Ｃは、次のとおり、新株予約権を発行し、その全部を本件組合に割り当てた。 

(ア) Ｃは、平成１７年４月２６日開催の取締役会において、次の要領による第三者割当て

によるＣ第３回新株予約権の発行を決議した。 

ａ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

 Ｃ発行に係る株式（以下単に「Ｃ株」という。）１億１６７０万株（新株予約権１個

につき１万株） 

ｂ 発行する新株予約権の総数 

 １万１６７０個 
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ｃ 新株予約権の発行価額 

 １個につき１０００円 

ｄ 新株予約権の申込期日 

 平成１７年８月１１日 

ｅ 新株予約権の発行日 

 平成１７年８月１１日 

ｆ 新株予約権の行使に際し払込みをなすべき額 

 １個につき２２万円（１株につき２２円） 

ｇ 新株予約権の行使により発行する株式の発行価額 

 １個につき２２万円（１株につき２２円） 

ｈ 新株予約権の行使期間 

 平成１７年８月１２日から平成２０年８月１１日まで 

ｉ 譲渡制限 

 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を受けなければこれをすることができ

ない。 

ｊ 割当先及び割当数 

 本件組合に対し１万１６７０個を割り当てる。 

ｋ 調達資金の使途 

 調達した資金については、自動車関連の事業、商業施設の開発、情報コンテンツの開

発等、基本的にＣの事業拡大のための必要資金とする。 

(イ) Ｃは、平成１７年６月２９日開催の株主総会（以下「本件株主総会」という。）にお

いて、上記(ア)の取締役会決議に基づき、上記(ア)のとおり新株予約権の有利発行の決議

をした。 

(ウ) Ｃは、上記(イ)の株主総会決議に基づき、平成１７年８月１１日、Ｃの新株予約権（以

下「本件新株予約権」という。）１万１６７０個を発行し、その全部を本件組合に割り当

てた。 

ウ 原告甲の本件株式の取得 

 原告甲は、本件組合が前記イのとおり本件新株予約権を取得したことに伴い、本件新株予

約権について、本件組合に対する出資口数に対応する３６９個相当の持分を取得したところ、

平成１８年には、次の表とおり、本件組合が、原告甲の本件組合に対する払込出資金額に応

じて、Ｃに対して本件新株予約権を行使してＣ株を取得した結果、Ｃ株３４９万株を取得し

た。なお、原告甲は、平成１７年中に、２０口分の払込みをし、Ｃ株２０万株を取得してい

る。 

本件新株予約権の行使日 払込出資金額（出資口数） 現物分配日 現物分配株式数

平成１８年１月４日 
５１８９万７４３０円 

（２３０口） 
平成１８年１月１１日 ２３０万株 

平成１８年３月２０日 
２６８５万１２７９円 

（１１９口） 
平成１８年３月２４日 １１９万株 

エ 原告乙の本件株式の取得 

 原告乙は、本件組合が前記イのとおり本件新株予約権を取得したことに伴い、本件新株予

約権について、本件組合に対する出資口数に対応する２５０個相当の持分を取得したところ、
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次の表のとおり、本件組合が、原告乙の本件組合に対する払込出資金額に応じて、Ｃに対し

て本件新株予約権を行使してＣ株を取得した結果、Ｃ株２５０万株を取得した（以下、原告

らが取得したＣ株を「本件株式」と総称する。）。 

本件新株予約権の行使日 払込出資金額（出資口数） 現物分配日 現物分配株式数

平成１７年８月３１日 
１１２８万２０５０円 

（５０口） 
平成１７年９月６日 ５０万株 

平成１７年１０月３日 
２２５６万４１００円 

（１００口） 
平成１７年１０月１１日 １００万株 

平成１８年１月４日 
２２５６万４１００円 

（１００口） 
平成１８年１月１１日 １００万株 

オ Ｃ株についてのＤ証券取引所の終値 

 Ｃ株は、Ｄ証券取引所第２部に上場されているところ、次の各日における同証券取引所の

終値は、それぞれ次のとおりであった。 

(ア) 平成１７年８月３１日  １００株当たり２９９円 

(イ) 平成１７年１０月３日  １００株当たり２３９円 

(ウ) 平成１７年１１月１４日 １００株当たり２０７円 

(エ) 平成１８年１月４日   １００株当たり２１９円 

(オ) 平成１８年３月２０日  １００株当たり１１９円 

（オにつき、甲１３、２６、乙１９の１～４） 

(3) 原告甲の確定申告及び更正処分等 

ア 原告甲の確定申告 

 原告甲は、平成１９年３月１５日、熱田税務署長に対し、別紙１の「Ａ確定申告」欄記載

のとおり、平成１８年分の所得税の確定申告をした。 

イ 原告甲通知処分 

 原告甲は、平成１９年６月２７日、熱田税務署長に対し、別紙１の「Ｂ更正の請求」欄記

載のとおり、更正の請求（原告甲更正請求）をしたところ、同税務署長は、原告甲に対し、

平成１９年７月２日付けで、当該更正の請求について更正をすべき理由がない旨の通知処分

（原告甲通知処分）をした。 

ウ 原告甲更正処分等 

 熱田税務署長は、原告に対し、平成１９年７月２日付けで、別紙１の「Ｄ更正処分等」欄

記載のとおり、更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分（原告甲更正処分等）をした。 

エ 不服申立て等 

(ア) 原告甲は、原告甲更正処分等を不服として、平成１９年８月２０日、熱田税務署長に

対し、異議の申立てをしたところ、同税務署長は、平成１９年１１月２８日付けで異議の

申立てを棄却する旨の決定（以下「原告甲異議決定」という。）をした。 

(イ) 原告甲は、平成１９年１２月２０日、国税不服審判所長に対し、原告甲異議決定を経

た原告甲更正処分等を不服として、審査請求をした。 

(ウ) 熱田税務署長は、平成１９年１２月２５日、原告甲の平成１８年分の所得税について、

別紙１の「Ｈ更正処分」欄記載のとおり、減額更正の処分をした。 

(エ) 国税不服審判所長は、平成２０年１０月１６日、上記(イ)の審査請求を棄却する旨の

裁決（以下「原告甲裁決」という。）をした。 
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(4) 原告乙の確定申告及び更正処分等 

ア 原告乙の平成１７年分所得税の確定申告及び原告乙通知処分 

(ア) 原告乙は、平成１８年３月１５日、浅草税務署長に対し、別紙２－１の「Ａ確定申告」

欄記載のとおり、平成１７年分の所得税の確定申告をした。 

(イ) 原告乙は、平成１９年３月１４日、新宿税務署長に対し、別紙２－１の「Ｂ更正の請

求」欄記載のとおり、更正の請求（原告乙更正請求）をしたところ、同税務署長は、原告

乙に対し、平成１９年６月２７日付けで、当該更正の請求について更正をすべき理由がな

い旨の通知処分（原告乙通知処分）をした。 

イ 原告乙の平成１８年分所得税の確定申告 

 原告乙は、平成１９年３月１４日、新宿税務署長に対し、別紙２－２の「Ａ確定申告」欄

記載のとおり、平成１８年分の所得税の確定申告をした。 

ウ 原告乙更正処分等 

 新宿税務署長は、原告に対し、平成１９年６月２７日付けで、別紙２－１の「Ｄ更正処分

等」欄及び別紙２－２の「Ｂ更正処分等」欄記載のとおり、原告乙の平成１７年分及び平成

１８年分の各所得税についてそれぞれ更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分（原告乙各

更正処分等）をした。 

エ 不服申立て等 

(ア) 原告乙は、原告乙更正処分等を不服として、平成１９年８月２４日、新宿税務署長に

対し、それぞれ異議の申立てをしたところ、同税務署長は、同年１１月２２日付けで上記

各異議の申立てを棄却する旨の決定（以下「原告乙異議決定」という。）をした。 

(イ) 原告乙は、平成１９年１２月２１日、国税不服審判所長に対し、原告乙異議決定を経

た原告乙各更正処分等を不服として、審査請求をした。 

(ウ) 国税不服審判所長は、平成２０年１１月７日、上記(イ)の審査請求を棄却する旨の裁

決をした。 

(5) 本件訴訟の提起 

 原告らは、平成２１年４月１３日、本件訴訟を提起した。 

（顕著な事実） 

２ 税額等に関する被告の主張 

 被告が本件訴訟において主張する原告の総所得金額、納付すべき税額及び過少申告加算税の額

等は、それぞれ別紙３「被告主張に係る本件各更正処分等の根拠及び計算」のとおりであり、本

件の争点に関する部分を除き、計算の基礎となる金額及び計算方法に争いはない。 

３ 争点 

(1) 更正をすべき理由がない旨の通知処分以後に増額更正処分が行われた場合における通知処

分の取消しを求める訴えの利益の有無（本案前の争点） 

(2) 原告らの本件各経済的利益に係る所得区分（本案の争点） 

(3) 本件新株予約権の行使の日における本件株式の価額（本案の争点） 

４ 争点に関する当事者の主張の要旨 

(1) 更正をすべき理由がない旨の通知処分以後に増額更正処分が行われた場合における通知処

分の取消しを求める訴えの利益の有無（本案前の争点） 

（被告の主張の要旨） 
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 原告らは、それぞれ、本件各通知処分の後に増額更正処分である原告甲更正処分及び原告乙

更正処分①を受けているから、原告甲更正処分及び原告乙更正処分①の取消しを求める訴訟に

おいて、原告甲更正請求及び原告乙更正請求の請求額を超える部分の取消しを求めることによ

ってその目的を達することができるので、本件訴えのうち本件各通知処分の取消しを求める部

分は、訴えの利益を欠き、不適法である。 

（原告らの主張の要旨） 

 被告の主張は争う。 

(2) 原告らの本件各経済的利益に係る所得区分（本案の争点） 

（被告の主張の要旨） 

ア 所得税法３４条１項の解釈 

 所得税法３４条１項の一時所得は、同項所定の利子所得から譲渡所得までのいずれの所得

にも該当しないもののうち、① 営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の

所得で、かつ、② 労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないものに

該当するものをいい、上記①又は②の要件を欠くときは、雑所得（同法３５条）として所得

税が課されることになる。 

 そして、① 「営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得」であるか

否かは、一時的に発生した所得の性質が所得源泉（所得発生の基盤となる一定の源泉）を有

するか否かにより判断すべきであり、所得源泉があるといえるか否かについては、その所得

を生じさせた具体的行為のみならず、所得の基礎となる状態をとらえて、そこに継続性、恒

常性が認められれば所得源泉たり得るというべきである。また、② 「労務その他の役務又

は資産の譲渡の対価としての性質」を有するか否かは、給付が抽象的・一般的な「労務・役

務」行為に密接・関連して行われればこれを肯定することができると解すべきである。 

イ 本件について 

(ア) そもそも、本件組合は、Ｃの株式併合と商法（平成１７年法律第８７号による改正前

のもの。以下「旧商法」という。）２８０条ノ２１第１項に基づく新株予約権の有利発行

とを組み合わせた企業再生ファンドを証券アナリストが考案し、その目的を達成するため

に組成されたものであり、具体的には、Ｅ組合（以下「Ｅ組合」という。）によるＣの株

主総会における特別決議に必要な議決権の確保及び同株主総会における同決議に続くＣ

株の併合、本件組合への新株予約権の付与、権利行使によるＣ株の取得という一連の行為

（乙５の１・２、６）を前提に組成されていた（以上のスキーム又はスケジュールを、以

下「本件スキーム」という。）。 

 Ｃは、取締役会の決議を経て、平成１６年２月２５日から平成１７年２月２４日までを

行使期間とする第１回新株予約権６７０個及び平成１６年５月１０日から平成１７年５

月９日までを行使期間とする第２回新株予約権１５００個を、いずれもＥ組合に対して発

行し（これらの新株予約権の目的となる株式は、いずれも新株予約権１個につき普通株式

数１０万株である。また、これらの新株予約権は、本件新株予約権と異なり旧商法２８０

条ノ２１第１項の有利発行に基づくものではない。）、Ｅ組合は、同年３月３０日までに全

ての新株予約権を行使し、同月３１日当時、１億１７６４万株（発行済株式総数に対して

２９．４７パーセント）のＣ株を所有する筆頭株主となった（なお、Ｅ組合は、平成１７

年３月２５日に横浜市中区からＦ株式会社（以下「Ｆ」という。）の事務所がある名古屋
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市中区へ所在地を変更した）。そして、Ｃは、平成１７年４月２６日開催の取締役会にお

いて、① 普通株式の発行済株式総数３億９９１１万７６５７株について、１０株を１株

に併合すること、② 株式の併合の効果発生と同時に１単元の株式数を１０００株から１

００株に変更することを本件株主総会に付議することを決議するとともに、本件新株予約

権の発行に向けて手続を進め、本件株主総会における承認を得て平成１７年８月１１日に

本件新株予約権を発行した。 

 原告らは、以上のような一連の行為の実現により、経済的利益を得ることとなった。 

(イ)ａ 本件組合は、本件組合契約に基づき、Ｃが発行する新株予約権等を取得して同社の

株式に投資することを目的として組成され、上記目的達成のため、Ｃから割り当てら

れた本件新株予約権を確保しつつ、原告ら組合員の出資金の全額払込みがあれば、Ｃ

に対してこれを行使期間（平成１７年８月１２日から平成２０年８月１１日まで）内

に継続して行使しており、本件組合によるこのような行為は、一定の期間にわたり新

株予約権の権能を保持して、自己に有利となるようにその利益を引き出しているとい

う、営利を目的とする継続的行為ということができる。したがって、本件組合の組合

員である原告らが得た本件各経済的利益は、所得源泉のある所得であるから、「一時

の所得」とはいえない。 

 しかも、本件組合は、その組成に至る背景から本件新株予約権の行使に至る一連の

行為を全体的に見れば、ⓐ Ｃの株主総会の議決権を確保するために、Ｅ組合にＣの

新株予約権を割当て、その後行使させ、ⓑ 株主総会における株式併合及び第三者割

当の新株予約権発行の特別決議を行い、ⓒ その上で株式の併合を行い、ⓓ Ｃの有

利発行による第三者割当増資により資産価値１０倍の株式を取得するというスキー

ムを実現するために設立されたものであり、原告らの本件各経済的利益は、当初から

予定されていたとおり、Ｃが有利発行した新株予約権を本件組合が取得し、権利行使

することにより生じた利益であることからすれば、原告らの本件各経済的利益が、お

よそ「営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得」であると解す

る余地はない。 

ｂ 本件組合契約の内容等によれば、本件組合は、Ｃの長期安定株主となり、Ｃに対し

て人材の提供、経営に関する助言その他役務の提供を行うことを約して本件新株予約

権の割当てを受けたものであり、実際にも、Ｃに対して、役員変更に伴う人材の提供、

新規事業の提案及び有価証券の購入等のアドバイスを行うなど役務の提供を行って

いた（これらの役務の提供を実際に行った者がＦであったとしても、同社は本件組合

の組合員として本件組合のために行ったものと評価することができる。）から、本件

組合に対して発行された本件新株予約権を本件組合が行使することによって原告ら

が得た経済的利益には労務その他の役務の対価としての性質が認められる。 

ｃ したがって、原告らの本件各経済的利益は、一時所得とはいえず、雑所得である。 

（原告らの主張の要旨） 

ア 所得税法３４条１項の解釈 

 ① 所得税法３４条１項の「一時の所得」に該当するか否かは、当該所得を得た納税義務

者との関係で、所得の基礎に源泉性を認めるに足りる継続性、恒常性があるか否かを基準と

するべきであり、このような所得源泉性の有無の判断に当たっては、所得の基礎が源泉にな
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り得ない臨時的、不規則的なものであれば、所得源泉と認められる程度までに強度に連続す

るような場合を除き、たとえこれが若干連続していたとしても、所得源泉性を有せず、「一

時の所得」に該当すると解すべきである。 

 また、② 同項の「労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有するもの」

の該当性は、当該所得を得た納税義務者との関係で、報酬としての性質があるか否かから判

断すべきであり、何らかの対価という広い意味での対価性があるだけではこれに該当しない

と解すべきである（したがって、この点に関する被告主張の解釈は、租税要件明確主義に反

する拡張解釈である。）。 

イ 本件について 

(ア) 原告甲は、知人から、Ｃに対する新株予約権の取得による投資を持ち掛けられ（また、

当該新株予約権を取得したいのであれば、組合の組合員になることが必要である旨も告げ

られた）、その誘いに乗ったにすぎず、原告乙も含め、いずれも本件スキームの全体像は

何ら把握していない。 

(イ) 本件各経済的利益は、所得税法３４条１項所定の利子所得から譲渡所得までのいずれ

にも該当しない所得である。 

 そして、① 原告らが、本件組合を通じて本件新株予約権を取得したのは１回限りであ

り、その権利行使もわずか３回だけであり、本件組合は、Ｃが発行する本件新株予約権を

取得して株式を取得することのみを目的として、かつ、活動期間も恒常的ではなくわずか

４年間に限定されて組成されており、１回限りの本件新株予約権の付与を受けた以外に、

組合としての活動はされていないから、営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外

の一時の所得といえる。 

 さらに、② 本件各経済的利益は、原告らが、本件組合を通じてＣから付与を受けた本

件新株予約権を各人の投資判断において権利行使した結果得られた経済的利益であり、本

件組合が、本件新株予約権の付与を受けるに当たって、Ｃに対して何ら役務提供を行う約

束などはしておらず、実際に役務提供を行ったという事実（本件組合の業務執行組合員で

はないＦが単独でＣに対して新規事業の提案等を行ったことがあるにすぎない。）もなく、

他に対価性があることを基礎付ける事情もないから、労務その他の役務又は資産の譲渡の

対価としての性質を有しない（なお、本件各経済的利益が役務提供の対価である旨の被告

の主張は、原告甲裁決においても排斥されている。）。 

 したがって、本件各経済的利益は、所得税法３４条１項の一時所得に該当する。 

(3) 本件新株予約権の行使の日における本件株式の価額（本案の争点） 

（被告の主張の要旨） 

ア 「価額」の算定方法について 

 所得税法施行令８４条（平成１８年政令第１２４号による改正前のもの。以下同じ。）各

号に掲げる権利の行使により取得する株式等の権利行使の日（有利な発行価額による新株取

得権については、払込みの期日）における価額の具体的な評価の方法については、新株予約

権の行使により取得する株式等が証券取引所に上場されている場合には、公表された最終価

格、いわゆる証券取引所の終値によることとし、当該証券取引所の終値がない場合には、公

表された最終の気配相場の価格、さらに、同日に証券取引所の終値又は最終の気配相場の価

格のいずれもない場合には、同日前の同日に最も近い日における証券取引所の終値又は最終
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の気配相場の価格とすることとされている（昭和４５年７月１日付け直審（所）３０（例規）

「所得税基本通達」（平成１８年課個２－１８、課資３－１０、課審４－１１４による改正

前のもの。以下「所得税基本通達」という。）２３～３５共－９）。 

イ 本件について 

(ア) 原告らが本件組合を通じて取得したＣ株は、Ｄ証券取引所第二部に上場されており、

同取引所において市場価格が形成されているところ、所得税法３６条１項及び２項、所得

税法施行令８４条並びに所得税基本通達２３～３５共－９（上記ア）によれば、その権利

行使益の算定に当たっては、権利行使により取得した株式のその行使の日の価格（時価）

をもって同日における同取引所の終値として算定されるから、これを基準として原告らの

本件各経済的利益を算出したことは適法である。 

(イ) 原告らは、本件各経済的利益の算出に当たり、後記（原告の主張の要旨）イ記載の特

殊事情を考慮すべきである旨主張するが、① 仮に本件新株予約権の行使の結果取得する

Ｃ株に譲渡制限があったとしても、これをもって権利行使時の時価により課税するという

算定方法が異なることにはならず、② 本件株式は旧商法２０４条に基づく譲渡制限がさ

れていたわけではなく、当該譲渡制限特約は旧商法２０４条１項ただし書の脱法行為とし

て無効であり（仮にこれが当事者間では有効であったとしても、飽くまで内部的な事情が

あったというにすぎず、現に原告甲は、原告主張に係る譲渡制限がある株式を証券取引所

を通じて譲渡している。）、本件株式の客観的な交換価値自体に影響を与えるものではない

こと、③ 株式併合直後の１０倍程度の値上がりは、本件スキームに組み込まれた株式併

合により予定されていたものであり、Ｃの株価は、株式併合のあった平成１７年８月１０

日から平成１８年３月２０日までの７か月余りにおいて、併合前株価の１０倍程度の株価

で推移しており（甲２６）、当該株価は自由な競争原理に基づいて形成された適正な価格

であるといえることから、原告ら主張の特殊事情はいずれも上場株式の時価を公表された

証券取引所の終値とすることを否定する理由にはならない。 

 また、原告指摘の評価意見書（甲８６）は、上記②の事実に反する点で前提において誤

っており、本件株式が旧商法２８０条ノ２１第１項の特別決議に基づき「有利発行された」

新株予約権の行使に基づき発行されたものであり、その行使価額は市場価格に比して有利

な価額であって、新株予約権発行前に実施された株式併合を何ら考慮せずに算定された価

額であること等をも併せ考慮すると、本件各経済的利益を本件新株予約権の各権利行使日

における証券取引所の終値以外の価額とすべき旨の原告らの主張は失当である。 

（原告らの主張の要旨） 

ア 「価額」の算定方法について 

 所得税法３６条２項の「当該利益を享受する時における価額」は、それぞれの財産の現況

に応じ、不特定多数の当事者間で自由な取引が行われる場合に通常成立すると認められる価

額をいうが、自由競争の原理が働かないケース又は証券取引所の終値を時価としなくても独

立当事者間で需要供給の原理が働くケースであるなどの当該終値を時価とすることが適当

ではない特段の事情がある場合には、所得税基本通達２３～３５共－９(1)のように上場会

社の株式の時価評価を当該終値に基づいて算定することができず、異なる方法によって時価

を評価すべきである。 

イ 本件について 
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(ア) 原告らが本件組合を通じて取得した本件新株予約権には、次のような特殊な事情があ

り、上記アの特段の事情があったから、所得税基本通達２３～３５共－９(1)により証券

取引所の規定により公表された最終価格のみを基準として、新株予約権の行使の日におけ

る株式の価額を判断することはできず、このような事情を考慮して算定した額を基準とす

べきである。 

ａ 原告らが取得した本件株式の一部については、本件組合とＣとの間で３年間は第三者

に譲渡しない旨の合意（この合意は、旧商法２０４条１項に基づく譲渡制限ではなく、

私的合意として有効である。）があったところ、原告らは、本件組合に対して、分配を

受けるＣ株の一部（原告甲は３６９万株のうち１２０万株、原告乙は２５０万株のうち

３０万株）につき、平成２０年８月１０日までの３年間、第三者への譲渡を行わないこ

とを確約した（Ｃは、当時株券発行会社であったところ、本件株式のうち上記の各株式

に係る株券を本件組合が保管しており、本件組合に対して上記の各株式を第三者に譲渡

しない旨の確約書を提出していた原告らがこれを第三者に譲渡した場合には、契約違反

として損害賠償請求を受けるリスクを負っていた。）。 

ｂ Ｃは、平成１７年８月１０日、１０株を１株とする株式併合を行ったため、Ｃ株の株

価が一時的に急騰した。 

ｃ Ｃの本件組合に対する新株予約権の発行の結果、既存株式を大幅に上回る新株が発行

されたため、急騰したＣの株価が下落することが容易に見込まれ、実際にＣ株の株価が

下落した。 

(イ) 本件新株予約権の各権利行使時における価額は、次のとおりとすべきである。 

ａ 本件株式のうち３年間の譲渡禁止が条件とされているものの価額は、その取得に要し

た価額２２．１０円をもって、本件新株予約権の行使の日における価額とするのが妥当

である（甲８６。新株予約権の行使により発行する株式の発行価額（２２．１０円）は、

特殊な関係がなく、株式の価値を正当に認識した独立当事者間で、協議・交渉により又

は本件新株予約権の発行日から３年以上の長期保有後の価額を想定して諸条件を加味

したもので、旧商法上の所定の手続を経て定めた新株予約権に基づいて成立した価額で

ある。これに加え、３年の長期保有後譲渡が可能となった時のＣ株の株価（平成２０年

８月１０日終値）が３０円であり、投資額に対して妥当な範囲内の結果が生じているこ

と等に照らしても、上記価額は、本件新株予約権の各権利行使日における価額として相

当である。）。 

ｂ 仮に上記ａの価額によることができないとしても、所得税基本通達２３～３５共－９

を前提として、本件株式のうち３年間の譲渡禁止が条件とされているものの価額を評価

すれば、所得税基本通達２３～３５共－９(2)又は(4)ハの定めに基づき、市場で取引さ

れるＣ株の各権利行使日における終値に、当該上場株式と上記譲渡禁止が条件とされる

ものとの相違を勘案して評価すべきであり、本件新株予約権の行使日におけるＣ株の証

券取引所の終値から２０％程度の評価減を行うべきである（甲８６）。 

ウ 本件株式のうち、本件組合が譲渡禁止特約に基づき保管していた株式については、自由な

処分が困難であり、経済的利益を得ることが困難なものであったから、権利行使時には所得

が実現したとはいえず、当該譲渡禁止特約が解除された時における時価（取引所の終値）に

よって課税すべきである。 
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第３ 当裁判所の判断 

１ 争点(1)（更正をすべき理由がない旨の通知処分以後に増額更正処分が行われた場合における

通知処分の取消しを求める訴えの利益の有無）について 

(1) 前記前提事実によれば、原告らは、㋐ 本件各通知処分を受けるとともに、㋑ 申告税額

より増額する旨の原告甲更正処分及び原告乙更正処分①（以下、１において「本件各増額更正

処分」という。）を受けたことから、本件訴えにおいて、これらの処分の取消しを求めている

ことが認められる。 

 そこで、本件訴えのうち、本件各通知処分の取消しを求める部分の適法性について、これが

本件各増額更正処分の取消しを求める部分とどのような関係に立つかという観点から検討す

る。 

(2) 通則法（国税通則法）２３条４項に規定する更正の請求に対する更正をすべき理由がない

旨の通知処分（以下「通知処分」という。）は、納税者の申告による税額等の減額を求める更

正の請求に対し、その税額等の減額を拒否する処分であり、これにより、申告された税額等に

ついて減額を認めないことを確定させる効果を有するものである。他方、通則法２４条に規定

する更正処分は、納税者の提出した納税申告書（修正申告書を含む。）について、税務署長に

おいて、課税標準、税額等が、その調査した結果と異なる場合に、徴税権者の立場から、その

課税標準、税額等を更正する処分であり、調査により得た資料等に基づき、課税の要件に係る

事実を全体的に見直し、申告された税額をも含め、納税義務の総額を確定することを目的とす

るから、更正処分のうち申告された税額等より増額するもの（以下「増額更正処分」という。）

は、単に申告された税額に対し更正された税額との増差税額を追加するだけのものではなく、

申告により一応確定した税額を変更し、申告された税額を含めて納税者の納税額の総額を確定

するものと解される。 

 このように、更正の請求に対する通知処分と増額更正処分とは、手続的には別個独立の処分

であるが、増額更正処分は、課税要件事実を全体的に見直し、申告に係る税額を含めて、全体

としての納付すべき税額の総額を確定するものであり、申告に係る税額を減額しないという趣

旨を含むのであるから、両者が同一の所得税の納税義務について行われた場合、増額更正処分

の内容が更正の請求に対する通知処分の内容を包摂する関係にあるといえる。また、更正の請

求をした納税者は、更正の請求に対する通知処分が確定しない限り、申告額を下回り更正の請

求に係る税額を超える部分についても納税義務を争い得るものと解される。 

 そうであるとすれば、更正の請求に対する通知処分と増額更正処分とがされた場合にその税

額等を争う納税者は、増額更正処分の取消訴訟において、更正の請求に対する通知処分の違法

も併せて主張し、増額更正処分について更正の請求に係る税額を超える部分の取消しを求める

ことができるものと解されるから、増額更正処分の取消請求と別個に更正の請求に対する通知

処分の取消しを求める利益（訴えの利益）は有しないものと解すべきである（このように解さ

なければ、同一の所得税の納税義務に係る更正の請求に対する通知処分の取消訴訟と増額更正

処分の取消訴訟が別個に係属することを許すことになるところ、これにより生じる審理判断の

重複や抵触を避けるためにも、上記のとおり解することが相当であるといえる。） 

 上記(1)のとおり、原告らは、更正の請求に対する通知処分である本件各通知処分と増額更

正処分である本件各増額更正処分を同時に受け、本件各増額更正処分の取消しを求める訴えを

提起したのであるから、本件増額更正処分の取消請求において、本件各通知処分の違法も併せ
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て主張し、各更正の請求に係る税額を超える部分の取消しを求めれば足りるから、これとは別

個に本件各通知処分の取消しを求める利益（訴えの利益）を有しないものといわざるを得ない。 

(3) 以上によれば、本件訴えのうち、本件各通知処分の取消しを求める部分は、訴えの利益を

欠き、不適法というべきである。 

２ 認定事実 

 前記前提事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の事実が認められる。 

(1) 本件組合の組成の背景事情等 

ア Ｅ組合は、Ｃの企業再生を目的として、次のようなスキーム（以下「本件スキーム」とい

う。）を策定した。 

(ア) まずＥ組合を組成し、同組合に有利発行に当たらない新株予約権（第１回新株予約権

及び第２回新株予約権）をＣの取締役会決議により付与し、同組合がその新株予約権を行

使することによってＣの主要株主となる。 

(イ) Ｃは、取締役会において、株式併合及び本件組合に対する第三者割当てによる新株予

約権の発行を決議し、株主総会で株式併合及び新株の権利行使価額を株式併合前の株価を

基準にして決めることを内容とする第三者割当てによる新株予約権発行を決議する。 

(ウ) Ｃ株の株式併合により、株式併合前の発行済株式総数を１０分の１に減らすことによ

って、Ｃ株の株価が１０倍に高騰する。 

(エ) Ｃは、本件組合に対し、新株の権利行使価額を株式併合前の株価を基準にして決める

ことを内容とする第三者割当増資を行う。本件組合は、新株予約権の付与を受け、これを

行使することにより、株式併合により資産価値が１０倍となったＣ株を取得し、これを本

件組合の組合員に現物分配することによって、利益を組合員に還元する。 

（アにつき、乙５の１・２、７、８） 

イ Ｅ組合は、本件スキームに基づき、Ｃから、Ｃ株の第２回新株予約権等の割当を受けた上、

平成１７年３月２３日の当該新株予約権の行使により、同月３１日当時Ｃ１億１７６４万株

（発行済み株式総数に対する所有株式数の割合２９．４７％）を取得した。 

（乙７～９） 

ウ 他方、Ｆの取締役丙（以下「丙」という。）は、原告甲からＣの企業再生をしないかと持

ち掛けられ、原告甲やＦの取締役丁（以下「丁」という。）らと相談し、結果的に、ＢやＦ

らを含めて本件組合を作り、Ｃの企業再生に取り組むことになった。 

 そこで、原告らは、本件スキームに基づき、平成１７年４月１６日、Ｃ株の取得等を目的

とする本件組合契約を締結し、Ｂ（代表者代表取締役は原告甲である。）が本件組合の業務

執行組合員となり（ただし、後記(2)の本件組合がＣから本件新株予約権の割当を受けるに

当たっての実務は、Ｆが担った。）、原告ら（なお、原告らは親子である。）やＦがその非業

務執行組合員となった（以上に対し、原告らが本件スキームの全容を把握していなかった旨

の原告らの主張は、以上の認定に沿う末尾掲記の証拠に反するから、採用することができな

い。）。 

（前提事実(2)ア、甲７６、７７、乙２４、２５） 

(2) 本件新株予約権の発行及び本件組合への割当に至る経緯 

ア Ｃは、平成１７年４月２６日の取締役会において、同年６月２９日開催予定の株主総会に、

①第三者割当によるＣ第３回新株予約権の発行（その割当先は本件組合である。）、②資本の
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減少（資本の額を６８億７７９８万１６２２円から２５億円に減少させる。）、③株式の併合

（普通株式の発行済み株式総数３億９９１１万７６５７株について１０株を１株に併合す

る。）等を実施する旨の議案を付議することを決議をした。 

（甲４、乙１１、１３、１５、１６） 

イ(ア) 本件組合の主要メンバーである原告甲並びにＦの丙及び丁らは、Ｃの取締役及び監査

役を刷新する必要があると考え、原告甲が、代表取締役として戊（以下「戊」という。）

を、監査役としてＧ（以下「Ｇ」という。）及びＨ（以下「Ｈ」という。）をそれぞれ推薦

し、丁が取締役に、丙が監査役になることなどを相談した。 

（甲７７、７８、乙２３、２５） 

(イ) 上記の相談結果を受け、Ｃの取締役会は、平成１７年５月２５日、抜本的な経営建て

直しを図る目的で、同年６月２９日開催予定の株主総会において、①経営陣の刷新を図る

ための取締役・監査役の選任（新任取締役又は監査役として、戊を代表取締役社長、Ｉを

専務取締役、丁を（社外）取締役、Ｇを（常勤）監査役、丙及びＨを（非常勤）監査役に

それぞれ選任する）、②監査を担当する会計監査人の異動に関する議案を上程することを

決議した。 

（乙１４） 

ウ Ｃは、インターネット上の同社ホームページで、次の内容を順次発表した。 

(ア) 平成１７年５月２５日付けの「経営陣の刷新及び会計監査人の異動に関するお知ら

せ」 

 同日の取締役会において、当社の抜本的な経営建て直しを図る目的で、上記イ(イ)のと

おり決議した。なお、上記「お知らせ」においては、経営陣の刷新を図るための取締役・

監査役の選任（①）につき、要旨「取締役は、ねじ担当の現役員２名を残すほかは、新社

長にＦからの推薦を得て戊を迎え、その他３名はＦ及びその取引先から迎え、監査役も新

たにＦから推薦された３名で構成する」旨の記載がある。 

（乙１４） 

(イ)ａ 平成１７年６月２８日付け「第３回新株予約権の発行等に関するお知らせ」（以下

「本件お知らせ」という。） 

(a) 当該新株予約権の発行目的として、自動車部品の製造・販売、商業施設の開発、

情報コンテンツの開発、その他の新規事業へ参画し、企業再生及び業績向上を図る

こととし、その事業資金の調達のため総額２５億６７００万円の新株予約権を発行

することにした。 

(b) 新規事業は、その情報、ノウハウ、人材の提供及び資金支援について、当該新

株予約権の引受先である本件組合が長期安定株主となり、Ｃと一体となって取り組

む旨の提案を受けているが、１００％成功する保証のある事業はないことその他諸

般の事情から、株式併合後においても株式併合前の株価を基準として、当該新株予

約権の行使価額を株式併合後においても１株につき２２円とした。 

(c) 単なる資金問題のほかに投資家による新規事業の支援という特殊な事情が存在

しており、経営を円滑かつ安定的に運営する観点からも、長期安定株主構成を重視

したことから、第三者割当てとした。 

（乙１６） 
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ｂ これに対し、原告らは、本件お知らせは、Ｃの一方的なリリースであり、リリース

作成者が株主総会を乗り切るべく苦心して本件組合から提案があった旨の事項を記

載した可能性も否めず、本件組合からの役務提供の提案や約束はなかった旨主張する

が、そもそも原告ら主張の可能性をうかがわせる証拠はない（Ｃ作成の平成２１年３

月３０日付け回答書（甲５７の２）も、本件組合から上記ａ(b)の提案を受けたか否

かについて、当時の担当者がいないため、詳細は確認できないとしていることに照ら

すと、上記提案の存在を否定する趣旨の証拠とはいえず、原告の上記主張を裏付ける

ものとはいえない。）し、また、前記前提事実並びに証拠（乙１６）及び弁論の全趣

旨によれば、ＣがＤ証券取引所（第２部）上場企業であり、本件お知らせがインター

ネット上で公開されているものであることに照らせば、本件お知らせに記載された情

報は事実であると推認することができること（上記回答書を含め、この推認を覆すに

足りる証拠はない。）をも併せ考慮すれば、これに反する原告の上記主張は採用する

ことができない。 

エ Ｃは、平成１７年６月２９日の株主総会において、前記アの取締役会決議を経た議案のと

おり、①新株予約権の有利発行、②資本の減少、③株式の併合等の決議をし、同年８月１１

日、これに基づき、本件新株予約権を発行してその全部を本件組合に割り当てた。 

（前提事実(2)イ(イ)・(ウ)、甲５、６、乙１２） 

(3) 本件組合に対する本件新株予約権の割当後の経緯 

ア 丁及び丙ら（又はＦ）は、丁及び丙らがＣの取締役又は監査役に就任した後、Ｃに対して、

新規事業として遊休地を活用したレンタカー事業を提案したり、投資として「Ｍ」という銘

柄の株の購入を勧めたり、Ｍ＆Ａの仲介先の紹介等をしたりし、現にＣの取締役会において

も、その提案を受けた新規事業としてレンタカー事業（Ｊ）や映像コンテンツ事業が具体的

に検討されるなどした。 

（甲７６～７８、乙２２～２５） 

イ 本件組合がＣから割り当てられた本件新株予約権１万１６７０個については、平成１８年

３月３０日までの間に、次のとおり、本件組合が原告らの出資払込に応じて順次行使し、原

告らがそれぞれＣ株を取得した。 

(ア) 原告甲 Ｃ株合計３４９万株 

(イ) 原告乙 Ｃ株合計２５０万株 

（前提事実(2)ウ・エ） 

ウ Ｃと本件組合は、平成１８年６月２０日付け覚書（以下「本件覚書」という。）を作成し、

次の点を確認した。 

(ア) 本件新株予約権の発行の目的について、① Ｃは、遊休資産及びその保有技術を活用

し、企業再生・業績回復を図るために、自動車用部品の製造・販売、商業施設の開発、情

報コンテンツの開発、その他の新規事業への参画を予定しており、② 本件新株予約権の

発行は、①の新規事業の事業資金調達及び当該新規事業に関して情報・ノウハウ・人材の

提供及び資金支援を行うＣの長期安定株主の創出を主たる目的としている。 

(イ) 本件組合は、上記(ア)の目的を踏まえ、本件新株予約権のうち約７５００万株相当分

については、原則として本件新株予約権の発行日から３年以上の長期保有を条件に割当を

行い、これにより長期保有を確保する。 
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（乙１８） 

３ 争点(2)（原告らの本件各経済的利益に係る所得区分）について 

(1) 一時所得と雑所得の区別 

ア 所得税法は、① 居住者に対して課する所得税の額の計算に当たり、その所得を利子所得、

配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山林所得、譲渡所得、一時所得又

は雑所得に区分し、これらの所得ごとに所得の金額を計算することとした上（２１条１項１

号）、② 一時所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所

得、山林所得及び譲渡所得（以下、これらの所得を併せて「利子所得等８種類の所得」とい

う。）以外の所得のうち、営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得で

労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないものをいうとし（３４条１

項）、③ 雑所得とは、利子所得等８種類の所得及び一時所得のいずれにも該当しない所得

をいうとしている（３５条１項）。 

 前記認定事実によれば、本件各経済的利益は、原告らが本件組合を通じて取得した本件新

株予約権の行使によるものであるところ、これが利子所得等８種類の所得に該当しないこと

は、当事者間に争いがない。 

 そうすると、本件各経済的利益の所得区分については、これが一時所得に該当しない場合

に初めて雑所得に該当することとなるから、まず一時所得に該当するか否か、具体的には、

利子所得等８種類の所得以外の所得であることを前提として、これが、㋐ 営利を目的とす

る継続的行為から生じた所得以外の一時の所得であり、㋑ 労務その他の役務又は資産の譲

渡の対価としての性質を有しないものであるという二つの要件を具備しているか否かを検

討すべきこととなる。 

イ(ア) 上記㋑の要件のうち「労務その他の役務・・・の対価としての性質」の意義について

は、次のようにいうことができる。 

 所得税法が上記のような所得区分を定めて税額計算等に差異を設けているのは、応能負

担の原則に由来するものと考えられるところ、一時所得については、いやしくも所得があ

る以上は担税力があるとして、昭和２２年の所得税法改正によって課税対象とされること

となったものの、臨時的又は偶発的に発生する利得であるため一般的には担税力が低いと

考えられることから、課税標準としての総所得金額に加えられる額が限定される（所得税

法２２条２項２号）などしている。また、㋑の要件が加えられて一時の所得であっても「労

務その他の役務・・・の対価としての性質」を有する所得は一時所得に当たらないものと

されたのは、一時所得の概念を臨時的・偶発的な所得に限定しようとするためであった。

こうしたことからすると、所得税法が上記アのとおり一時所得の範囲を限定的に定めてい

る趣旨は、その対象となる所得を一般に担税力が低いと考えられる臨時的、偶発的に生じ

たものに限定することにあると解され、同法が、営利を目的とする継続的行為から生じた

所得とはいえない一時の所得であっても、労務その他の役務の対価としての性質を有する

ものは、所得税法上の一時所得に該当しないとした趣旨も、そのような性質を有する所得

が偶発的に生じたものとはいえないことにあると解される。 

 そうであるとすれば、所得税法３４条１項の「労務その他の役務・・・の対価としての

性質」を有する場合とは、給付が具体的又は特定的な役務行為に対応する等価の関係にあ

る場合に限られるものではなく、給付が、何らかの（広い意味での）役務行為に密接に関
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連して、その役務行為が行われ得るという前提の下に（それ故に）される場合を広く含む

ものと解するのが相当である。 

(イ) これに対し、原告は、同項の「労務その他役務の対価」という文言は、報酬としての

性質（報酬性）があるか否かという観点から対価の対象を限定する趣旨である（この点に

関する被告主張の解釈は、租税要件明確主義に反する。）旨主張するが、そのような解釈

は上記(ア)のような所得税法の趣旨に反するものといわざるを得ないし、また、そのよう

に限定的に解すべき法令上の根拠もない（むしろ、上記(ア)の解釈は、「労務『その他の

役務』・・・の対価『としての性質』」と定める所得税法３４条１項の文理にも整合してお

り、租税要件明確主義の要請に反するものともいえない。）から、原告の上記主張を採用

することはできない。 

(2) そこで、上記(1)の観点から、本件各経済的利益が一時所得に該当するか否かについて検討

する。 

ア この点、前記のとおり、本件各経済的利益は原告らが本件組合を通じて取得した本件新株

予約権の行使によるものであり、本件新株予約権のように株主以外の者に対して特に有利な

条件をもって発行される新株予約権については、その発行に当たり所定の事項について特別

多数による株主総会の決議を必要とすること（旧商法２８０条ノ２１、３４３条）等に照ら

すと、原則として臨時的、偶発的に生じた一時所得に該当するようにも考えられる（所得税

基本通達２３～３５共－６(3)本文参照）。 

イ しかしながら、前記前提事実及び前記２の認定事実によれば、次の事実が認められる。 

(ア) 本件組合は、① 本件スキーム（これは、Ｃの企業再生を目的としながらも、本件組

合が、Ｃから本件新株予約権を有利な発行価額で割当を受けた上、これを行使することに

より、株式併合により資産価値が１０倍となったＣ株を取得し、その組合員に現物分配に

よって利益を還元するものであった。）に基づいて組成された任意組合であり、Ｃが発行

した又は発行する株式及び新株予約権等を取得して投資すること等を目的としていた（な

お、任意組合（民法上の組合）は、法人格を有せず、組合財産が当該任意組合において営

まれる事業の経営という目的のために各組合員個人の他の財産と独立の存在を認められ

る（民法６６８条、６７６条１項、６７７条参照等）とはいえ、法形式的には、権利義務

の帰属主体になり得ないため、任意組合の行う個々の事業活動から生じた権利義務・損益

は、その組合員に帰属することになる。）。 

(イ) また、原告らは、本件組合契約の締結に当たり、その契約書に「業務執行組合員は、

本組合の目的達成のため、適宜投資会社の業務状況を調査し、その経営に関し助言を与え

る等、合理的に可能な範囲内で、その裁量により適切と考える行為を為すよう努める」旨

の定め（１８条）を設けていたから、そもそも、本件組合が、上記投資会社に当たるＣに

対し、その経営に関し助言を与えること等を想定していた。 

(ウ) 本件組合は、本件スキームに基づき、Ｃに対し、本件組合が長期安定株主となり、新

規事業に関する情報、ノウハウ、人材の提供及び資金支援を行うことを提案し、Ｃから、

上記提案を踏まえて本件新株予約権を有利な発行価額で割当を受けた上、原告らの出資払

込に応じて本件新株予約権を順次行使し、原告らにＣ株を取得させて本件各経済的利益を

得させた。 

(エ) Ｃと本件組合は、平成１８年６月、本件組合が長期安定株主となり、新規事業の情報、
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ノウハウ、人材の提供及び資金支援を行うことを本件覚書により確認した。 

(オ) 本件組合の組合員である原告甲（本件組合の業務執行組合員であるＢの代表取締役で

もある。）やＦ（本件組合の非業務執行組合員であるが、本件組合がＣから本件新株予約

権の割当を受けるに当たっての実務を担った。）が、Ｃに対し、新規事業の提案、人材の

提供、Ｍ＆Ａや投資などの経営に関する助言その他の役務の提供を行った。 

ウ 以上の事実を総合すれば、原告らが本件組合を通じて得た本件各経済的利益は、本件組合

が、Ｃに対し、長期安定株主となり又は新規事業に関する情報、ノウハウ、人材の提供及び

資金支援をするといった役務の提供を約していたことによって得られたものであり、上記役

務の対価としての性質を有するものと認められる。 

 したがって、原告らの本件各経済的利益は、所得税法３４条１項の一時所得には該当せず、

同法３５条１項の雑所得に該当するというべきである。 

エ これに対し、原告らは、① 本件スキームの全容を知らない原告らが、Ｃに対して役務提

供の約束をしたり、実際に役務を提供したりしたことはない、② 本件組合とＦ及びその役

員は立場が異なるから、たとえＦがＣに対して新規事業の提案等を行ったとしても、これを

もって本件組合がＣに対して役務を提供したということはできないなどと主張するので、以

下検討する。 

(ア) 原告らの主張①について 

ａ そもそも原告らが本件スキームの全容を知らなかったとは認められないことは、前記

２(1)ウで説示したとおりであるが、この点をおくとしても、前記イの認定事実によれ

ば、㋐ 原告らは、そもそも本件組合契約の締結の際、本件組合（その業務執行組合員

その他の組合員又はその委託を受けた者）が、契約書にいう投資会社であるＣに対し、

その経営に関し助言を与えること等を想定しており、㋑ 本件組合が、Ｃから、本件新

株予約権の割当を受けるに当たり、Ｃに対し、本件組合が長期安定株主となり、新規事

業に関する情報、ノウハウ、人材の提供及び資金支援を行うことを提案したことの効果

は本件組合の組合員に帰属するものといわざるを得ないところ、本件組合を通じて得た

本件各経済的利益に役務の対価としての性質が認められるのは上記役務提供の提案に

由来するのであるから、仮に、本件組合の一組合員である原告らが、本件スキームの全

容を知らず、個別的にＣに対して役務提供の約束をしたことがなかったとしても、その

ことのみをもって上記ウの認定を左右することはできないというべきである。 

ｂ また、「労務その他の役務・・・の対価としての性質」を有するというには、上記(1)

イ(ア)のとおり、給付が、何らかの役務行為に密接に関連して、それが行われ得るとい

う前提の下にされるものであれば足り、実際に役務行為がされたことは要しないから、

仮に原告らがＣに対して役務提供をしていなかったとしても、そのことにより、本件各

経済的利益の役務の対価としての性質が失われるものではない。 

ｃ したがって、原告らの主張①は採用することができない。 

(イ) 原告らの主張②について 

ａ 証拠（甲７６、７７、７９）中には、丁や丙らがＣに対して行った事業の提案等に関

し、殊更本件組合の組合員としてのＦではなく、Ｃの株主としてのＦの役員として行っ

たなどと述べて、その主体が本件組合ではないと否定するものがある。 

 しかし、前掲証拠中の上記指摘部分は、いずれも、前記２の認定に係る丁や丙らがＣ
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に対して行った新規事業の情報やノウハウの提供、人材の提供、経営への助言等という

事実行為に関して、客観的な裏付けを伴わず、外部から判別できない主観的事情を述べ

るものにすぎず、東京国税局職員に対する供述内容（乙２２、２４、２５参照）とも一

貫しないこと等をも併せ考慮すると、その内容自体が不自然不合理であるといわざるを

得ず、信用性に乏しいから、採用することができない。 

 他方、前記２及び３(2)イの認定事実を総合すれば、丁や丙らがＣに対して行った新

規事業の情報やノウハウの提供、人材の提供、経営への助言等（原告甲がＣに対して行

った人材の提供も含む。）は、原告甲やＦが本件組合の組合員であり、それらが行われ

た時期が本件新株予約権の発行前後からであることに鑑みると、本件組合がＣに対して

新規事業の情報、ノウハウ、人材の提供及び資金支援を行うとの約束に基づいて行われ

たものと推認することができる（なお、原告らは、上記認定に係る新規事業の情報やノ

ウハウの提供、人材の提供、経営への助言等については、本件組合契約の条項に照らし、

本件組合の非業務執行組合員であって本件組合のために行為をする権限を有しないＦ

が本件組合のためにこれらの行為を行うことはできないなどとも主張するが、これらの

行為はいずれも事実行為であって何らかの法的効果を伴うものではないから、本件組合

がＣから本件新株予約権の割当を受けるに当たっての実務を担ったＦが、本件組合の業

務執行組合員に代わり、これらの行為を担ったとしても、直ちに本件組合契約の条項・

趣旨に反するとはいえず、Ｆの行った上記の行為が本件組合のために行われたとみるこ

とが否定されることになるともいえないから、原告ら指摘に係る本件組合契約の条項は

上記推認を妨げるに足りるものではなく、原告らの上記主張は採用することができな

い。）。 

ｂ したがって、原告らの上記主張②は、採用することができない。 

(3) 以上によれば、本件各経済的利益は、仮に「営利を目的とする継続的行為から生じた所得

以外の一時の所得」であったとしても、役務の対価としての性質を有すると認められるから、

その余の点を検討するまでもなく、所得税法上の一時所得には当たらず、雑所得に当たるとい

うべきである。 

４ 争点(3)（本件新株予約権の行使の日における本件株式の価額）について 

(1)ア 所得税法は、① その年分の各種所得の金額の計算上収入金額とすべき金額又は総収入

金額に算入すべき金額について、金銭以外の物又は権利その他経済的な利益をもって収入す

る場合には、その金銭以外の物又は権利その他経済的な利益の価額とし（３６条１項）、②

 同条１項の金銭以外の物又は権利その他経済的な利益の価額は、当該物若しくは権利を取

得し、又は当該利益を享受する時における価額としている（同条２項）。 

 そして、旧商法２８０条ノ２１第１項の決議に基づき有利発行された新株予約権の収入金

額は、所得税法施行令において、当該権利の行使により取得した株式のその行使の日におけ

る価額から当該新株予約権の行使に係る新株の発行価額を控除した金額によるとされてい

るところ（８４条３号）、この「株式のその行使の日における価額」については、所得税基

本通達２３～３５共－９(1)（平成１８年課個２－１８、課資３－１０、課審４－１１４に

よる改正前のもの。）により、新株予約権の行使により取得する株式が証券取引所に上場さ

れている場合には、その終値によることとされている。 

 イ 以上のような関係法令等の定めに鑑みれば、所得税法３６条２項の「当該物若しくは権
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利を取得し、又は当該利益を享受する時における価額」（以下「時価」という。）とは、取得

時又は利益享受時における当該資産の客観的交換価値を指すものであり、それぞれの資産の

現況に応じ、不特定多数の当事者間で自由な取引が行われる場合に通常成立すると認められ

る価額であって、いわゆる市場価格をいうものと解され、また、証券取引所に上場されてい

る株式の公表されている価格は、市場を通じた不特定多数の当事者間の自由な取引によって

成立した客観的なものであり、当該取引日の終値は一般に時価として広く認識され利用され

ており、これを時価とすることが課税の公平を確保する観点からも最も妥当であることに照

らすと、所得税基本通達２３～３５共－９(1)の定めは合理的なものということができる。 

 ウ そうであるとすれば、新株予約権の行使により取得する株式が証券取引所に上場されて

いる場合には、その株式の権利行使の日における価額（時価）は、特段の事情がない限り、

同取引所の終値によるのが相当である。 

(2)ア これを本件についてみると、前記前提事実によれば、Ｃ株は、Ｄ証券取引所市場第２部

に上場されているから、原告らの本件新株予約権の行使により取得した株式のその行使の日

における１株当たりの価額は、特段の事情がない限り、当該行使の日の同証券取引所の終値

（具体的な価額は、前記前提事実(2)オのとおりである。）とするのが相当である。 

 イ これに対し、原告らは、① 本件組合に対し、分配を受ける株式のうちの一部を３年間

は第三者への譲渡を行わないことを確約したこと、② Ｃ株は、平成１７年８月１０日の株

式併合により一時的に急騰しており、他方、本件新株予約権の発行に伴い急騰したＣの株価

が下落することが容易に見込まれており、実際にＣ株の株価が下落したことから、本件につ

いて上記アの特段の事情が存在する旨主張するので、以下検討する。 

(ア) 原告らの主張①について 

 原告らの上記主張に沿う証拠として、㋐ 本件組合が本件新株予約権のうち約７５００

万株相当分につき原則として本件新株予約権の発行日から３年以上の長期保有を条件に

割当を行う旨のＣと本件組合間の覚書（乙１８）、㋑ 本件組合が、Ｃ株約７５００万株

につき、原則として３年間の長期保有を約束している旨のＣ作成の「筆頭株主である主要

株主の異動及び主要株主の異動に関するお知らせ」（甲２４）、㋒ 原告らが、本件組合に

対し、原告らが分配を受ける予定のＣ株の一部につき、第三者への譲渡を行わず、その株

券を本件組合に預ける旨の確約書（甲２２、２３）及びその他の組合員も本件組合に同様

の確約をした旨の確約書（甲６６の１～２１）、㋓ 平成１８年１月１１日に原告乙が本

件組合に対してＣ株３０万株の株券を預けた旨の株券預り証（乙２７の３）もある。 

 しかしながら、上記㋐は、これによれば、本件組合とＣとの間で一定のＣ株について３

年以上の長期保有を約束したことは認められるものの、Ｃと本件組合間の覚書（乙１８）

２条が「原則として」と定めていることから明らかなように上記約束の対象となったＣ株

の譲渡を例外的に許容する余地を残しており、当該覚書には上記約束に違反した場合に関

する条項が設けられていないことをも併せ考慮すると、上記約束の法的拘束力の有無・程

度は不明であって、上記覚書の存在のみをもって本件組合とＣとの間の上記約束がこれに

違反した場合の損害賠償責任等を生じさせ得る法的拘束力を有するものであると認める

に足りるものとまではいえず、上記㋑も上記約束の限度でＣの認識を述べたものにすぎな

いから、上記㋐と同様、上記のような法的拘束力を有するものであると認めるに足りるも

のとはいえない。また、上記㋒・㋓も、本件組合内部の取り決め等の存在をうかがわせる
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にすぎないから、このような事実から本件組合とＣとの間の上記約束が法的拘束力を有す

ることを推認させるに足りるものとはいえない。かえって、証拠（甲２２、乙２）によれ

ば、原告甲は、本件組合から本件新株予約権の行使に伴い分配を受けるＣ株３６９万株の

うち１２０万株を平成２０年８月１０日まで第三者への譲渡を行わない旨の確約書（甲２

２）を差し入れたにもかかわらず、上記譲渡禁止期間である平成１８年中に、上記Ｃ株３

６９万株（この中には上記確約書に係る１２０万株も含まれている。）のうち３４９万株

を証券取引所を通じて譲渡したことが認められ、この事実をも併せ考慮すると、上記㋐・

㋑に係る本件組合とＣとの間におけるＣ株の３年間保有の約束は、単なる紳士協定であっ

たと推認されるし、仮にこれが法的拘束力を有するものであったとしても、原告らが本件

新株予約権の行使によって取得したＣ株の譲渡性を客観的に制限するものではなかった

というべきであるから、いずれにしても、本件新株予約権の権利行使日におけるＣ株の客

観的交換価値に具体的な影響を及ぼすものではなかったと認めるのが相当である。 

 以上によれば、本件組合とＣとの間におけるＣ株の３年間保有の約束があったことは認

められるものの、本件新株予約権の権利行使日におけるＣ株の客観的交換価値に具体的な

影響を及ぼすものではなかったと認められるから、上記アの特段の事情に当たるものとは

いえず、原告らの主張①は採用することができない。 

(イ) 原告らの主張②について 

 原告ら主張に係る株式併合後の株価の急騰や新株発行後の株価の下落などの事情は、前

記２の認定事実に照らすと、Ｃが事前に公表している情報であったり、一般投資家がこの

ような情報から十分に予想することができたりするものであるから、前記前提事実に係る

Ｄ証券取引所市場第２部におけるＣ株の各終値は、これらの事情をも反映した自由競争の

原理によって形成されたものと認めることができる。 

 したがって、原告ら主張の上記事情は、Ｄ証券取引所市場第２部のＣ株の上記各終値が

適正な時価であることを否定するものではなく、上記アの特段の事情があるということは

できないから、原告らの上記主張は採用することができない。 

ウ なお、原告らは、本件株式のうち、本件組合が譲渡禁止特約に基づき株券を保管していた

株式については、自由な処分が困難であり、経済的利益を得ることが困難なものであったか

ら、権利行使時には所得が実現したとはいえず、当該譲渡禁止特約が解除された時における

時価（取引所の終値）によって課税すべきである旨主張する。 

 しかし、原告らが本件組合において上記株式の株券を保管させていたとの点は、㋐ そも

そも本件組合とＣとの間における上記株式の３年間保有の約束が、単なる紳士協定であった

と推認され、仮にこれが法的拘束力を有するものであったとしても、上記株式の譲渡性を客

観的に制限するものではなかったことは、上記イ(ア)のとおりであり、㋑ 原告らと本件組

合との間でされたとする株券保管の合意も、組合内部の関係にすぎないことをも考慮すれば、

上記の点をもって、上記株式が本件新株予約権の行使の日において経済的利益を得ることが

困難なものであったとは到底いえない。また、所得税法３６条２項及び所得税法施行令８４

条３号の文理及び趣旨に鑑みれば、原告らが本件新株予約権の行使の日に本件株式の取得と

いう具体的かつ明確な経済的利益を享受した以上、その時点で収入があったものというべき

であり、同日に本件株式を実際に譲渡できたか否かにかかわらず、同日においてその経済的

利益を算定して課税すべきものと解され、本件全証拠によっても、これと異なる解釈をすべ
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き事情は認められない。 

 そうすると、原告らの上記主張は、その前提を異にするものといわざるを得ないから、採

用することができない。 

エ 以上によれば、原告らの本件新株予約権の行使により取得した株式のその行使の日におけ

る１株当たりの価額は、当該行使の日の同証券取引所の終値（前記前提事実(2)オ参照）と

して、本件各経済的利益を算出すべきである。 

 したがって、これに反する原告らの主張は、理由がないから採用することができない。 

５ 本件各更正処分等の適法性 

(1) 原告甲更正処分等について 

ア 前記３及び４によれば、原告甲の経済的利益は雑所得であり、これに係るＣ株についての

本件新株予約権の行使の日における１株当たりの価格は、平成１８年１月４日が２１９円、

同年３月２０日が１１９円であるから、これを基に算出した平成１８年分の課税総所得金額

及び納付すべき税額は、別紙３記載１の被告主張額のとおりであり、原告甲更正処分におけ

る課税総所得金額及び納付すべき税額と同額である。 

 したがって、原告甲更正処分は適法である。 

イ 上記アのとおり、原告甲更正処分は適法であるところ、原告甲は、本件更正処分により納

付すべき税額の基礎となった所得について、過少に申告していたものであり、過少に申告し

ていたことについて、通則法６５条４項に規定する「正当な理由」があると認めることはで

きない。 

 そうすると、過少申告加算税の額は、別紙３記載１の被告主張額のとおりであり、原告甲

賦課決定処分における過少申告加算税はこれと同額である。 

 したがって、原告甲賦課決定処分は適法である。 

(2) 原告乙更正処分等について 

ア 前記３及び４によれば、原告乙の平成１７年分経済的利益及び原告乙の平成１８年分経済

的利益は雑所得であり、これらに係るＣ株についての本件新株予約権の行使の日における１

株当たりの価格は、平成１７年８月３１日が２９９円、同年１０月３日が２３９円、平成１

８年１月４日が２１９円であるから、これを基に算出した平成１７年分及び平成１８年分の

各課税総所得金額及び納付すべき税額は、別紙３記載２の被告主張額のとおりであり、原告

乙各更正処分（原告乙更正処分①及び原告乙更正処分②）における各課税総所得金額及び納

付すべき税額といずれも同額である。 

 したがって、原告乙各更正処分はいずれも適法である。 

イ 上記アのとおり、原告乙各更正処分は適法であるところ、原告乙は、原告乙各更正処分に

より納付すべき税額の基礎となった所得について、過少に申告していたものであり、過少に

申告していたことについて、通則法６５条４項に規定する「正当な理由」があると認めるこ

とはできない。 

 そうすると、過少申告加算税の額は、別紙３記載２の被告主張額のとおりであり、原告乙

賦課決定処分①及び原告乙賦課決定処分②における各過少申告加算税はこれと同額である。 

 したがって、原告乙賦課決定処分①及び原告乙賦課決定処分②は、いずれも適法である。 

６ 結語 

 よって、本件訴えのうち、本件各通知処分の取消しを求める部分はいずれも不適法であるから
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却下し、その余の訴えに係る原告らの請求はいずれも理由がないから棄却することとし、訴訟費

用の負担について行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条、６５条１項本文を適用して、主文の

とおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第２部 

裁判長裁判官 川神 裕 

   裁判官 林 史高 

 裁判官新宮智之は、転補のため署名押印することができない。 

裁判長裁判官 川神 裕 
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別紙１ 

原告甲の更正処分等の経緯 

平成１８年分 （単位：円） 

項目 Ａ確定申告 Ｂ更正の請求 Ｃ通知処分 Ｄ更正処分等 Ｅ異議申立て Ｆ異議決定 Ｇ審査請求 Ｈ更正処分 Ｉ審査裁決 

年月日 平成19年3月15日 平成19年6月27日 平成19年7月2日 平成19年7月2日 平成19年8月20日 平成19年11月28日 平成19年12月20日 平成19年12月25日 平成20年10月16日 

総 所 得 金 額 ① 383,013,364 196,735,764 577,519,455 196,735,764 196,735,764 577,519,455 

給 与 所 得 の 金 額 ② 9,120,500 9,120,500 9,120,500 9,120,500 9,120,500 9,120,500 

雑 所 得 の 金 額 ③ 373,892,864 1,837,664 568,398,955 1,837,664 1,837,664 568,398,955 
内
訳 

一 時 所 得 の 金 額 ④ － 185,777,600 0 185,777,600 185,777,600 0 

株式等に係る譲渡所得等の金額 ⑤ 0 0 0 0 0 0 

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 ⑥ 1,224,287 1,224,287 1,224,287 1,224,287 1,224,287 1,224,287 

課 税 総 所 得 金 額 ⑦ 381,789,000 195,511,000 576,295,000 195,511,000 195,511,000 576,295,000 

課税される株式等に係る

譲 渡 所 得 等 の 金 額
⑧ 0 0 0 0 0 0 

課税総所得金額に対する税額 ⑨ 138,771,930 69,849,070 210,739,150 69,849,070 69,849,070 210,739,150 

課 税 さ れ る 株 式 等 に 係 る

譲渡所得等の金額に対する税額
⑩ 0 0 0 0 0 0 

定 率 減 税 額 ⑪ 125,000 125,000 125,000 125,000 125,000 125,000 

源 泉 徴 収 税 額 ⑫ 1,141,456 1,141,456 1,141,456 1,141,456 1,141,456 1,141,456 

納 付 す べ き 税 額 ⑬ 137,505,400 68,582,600 209,472,600 68,582,600 68,582,600 209,472,600 

過 少 申 告 加 算 税 の 額 ⑭ － － 7,196,000 0 0 7,196,000 

翌 年 へ 繰 り 越 す 株 式 等

に 係 る 譲 渡 損 失 の 金 額
⑮ 63,340,753 －

更
正
を
す
べ
き
理
由
が
な
い
旨
の
通
知 

267,713,405 －

棄
却 

－ 271,748,844 

棄
却 

（注１） 株式等に係る譲渡所得等の金額に係る損失の金額は、他の所得と損益通算できない（租税特別措置法３７条の１０の６項４号・所得税法６９条１項）ことか

ら、「株式等に係る譲渡所得等の金額」欄は、零円となる。 

 なお、株式等に係る譲渡所得等の金額（上場分）に係る損失の金額は、租税特別措置法３７条の１２の２の１項及び２項の規定により、翌年以後に繰り越さ

れることとなる。 
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別紙２－１ 

原告乙の各処分等の経緯 

平成１７年分 （単位：円） 

項目 Ａ確定申告 Ｂ更正の請求 Ｃ通知処分 Ｄ更正処分等 Ｅ異議申立て Ｆ異議決定 Ｇ審査請求 Ｈ審査裁決 

年月日 平成18年3月15日 平成19年3月14日 平成19年6月27日 平成19年6月27日 平成19年8月24日 平成19年11月22日 平成19年12月21日 平成20年11月7日 

総 所 得 金 額 ① 181,760,000 72,920,000 358,913,850 72,920,000 72,920,000

給 与 所 得 の 金 額 ② 4,260,000 4,260,000 4,260,000 4,260,000 4,260,000

雑 所 得 の 金 額 ③ － － 354,653,850 0 0
内
訳 

一 時 所 得 の 金 額 ④ 177,500,000 68,660,000 0 68,660,000 68,660,000

株式等に係る譲渡所得等の金額 ⑤ 0 96,140,000 0 96,140,000 96,140,000

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 ⑥ 680,756 680,756 680,756 680,756 680,756

課 税 総 所 得 金 額 ⑦ 181,079,000 72,239,000 358,233,000 72,239,000 72,239,000

課税される株式等に係る

譲 渡 所 得 等 の 金 額
⑧ 0 96,140,000 0 96,140,000 96,140,000

課税総所得金額に対する税額 ⑨ 64,509,230 24,238,430 130,056,210 24,238,430 24,238,430

課 税 さ れ る 株 式 等 に 係 る

譲渡所得等の金額に対する税額
⑩ 0 6,729,800 0 6,729,800 6,729,800

定 率 減 税 額 ⑪ 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000

源 泉 徴 収 税 額 ⑫ 12,669,852 12,669,852 12,669,852 12,669,852 12,669,852

納 付 す べ き 税 額 ⑬ 51,589,300 18,048,300 117,136,300 18,048,300 18,048,300

過 少 申 告 加 算 税 の 額 ⑭ － － 6,618,000 0 0

翌 年 へ 繰 り 越 す 株 式 等

に 係 る 譲 渡 損 失 の 金 額
⑮ 33,060,700 0

更
正
を
す
べ
き
理
由
が
な
い
旨
の
通
知 

42,090,070 0

棄
却 

0

棄
却 

（注１） 株式等に係る譲渡所得等の金額に係る損失の金額は、他の所得と損益通算できない（租税特別措置法３７条の１０の６項４号・所得税法６９条１項）ことか

ら、「株式等に係る譲渡所得等の金額」欄は、零円となる。 

 なお、株式等に係る譲渡所得等の金額（上場分）に係る損失の金額は、租税特別措置法３７条の１２の２の１項及び２項の規定により、翌年以後に繰り越さ

れることとなる。 
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別紙２－２ 

原告乙の各処分等の経緯 

平成１８年分 （単位：円） 

項目 Ａ確定申告 Ｂ更正処分等 Ｃ異議申立て Ｄ異議決定 Ｅ審査請求 Ｆ審査裁決 

年月日 平成19年3月14日 平成19年6月27日 平成19年8月24日 平成19年11月22日 平成19年12月21日 平成20年11月7日 

総 所 得 金 額 ① 59,855,000 200,695,900 59,855,000 59,855,000

給 与 所 得 の 金 額 ② 4,260,000 4,260,000 4,260,000 4,260,000

雑 所 得 の 金 額 ③ － 196,435,900 0 0
内
訳 

一 時 所 得 の 金 額 ④ 55,595,000 0 55,595,000 55,595,000

株式等に係る譲渡所得等の金額 ⑤ 37,734,044 0 37,734,044 37,734,044

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 ⑥ 1,054,640 1,054,640 1,054,640 1,054,640

課 税 総 所 得 金 額 ⑦ 58,800,000 199,641,000 58,800,000 58,800,000

課 税 さ れ る 株 式 等 に 係 る 

譲 渡 所 得 等 の 金 額 
⑧ 37,734,000 0 37,734,000 37,734,000

課税総所得金額に対する税額 ⑨ 19,266,000 71,377,170 19,266,000 19,266,000

課 税 さ れ る 株 式 等 に 係 る 

譲渡所得等の金額に対する税額 
⑩ 2,641,380 0 2,641,380 2,641,380

定 率 減 税 額 ⑪ 125,000 125,000 125,000 125,000

源 泉 徴 収 税 額 ⑫ 12,339,962 12,339,962 12,339,962 12,339,962

納 付 す べ き 税 額 ⑬ 9,442,400 58,912,200 9,442,400 9,442,400

過 少 申 告 加 算 税 の 額 ⑭ － 6,330,000 0 0

翌 年 へ 繰 り 越 す 株 式 等 

に 係 る 譲 渡 損 失 の 金 額 
⑮ － 143,174,902 0

棄
却 

0

棄
却 

（注１） 株式等に係る譲渡所得等の金額に係る損失の金額は、他の所得と損益通算できない（租税特別措置法３７条の１０の６項４号・所得税法６９条

１項）ことから、「株式等に係る譲渡所得等の金額」欄は、零円となる。 

 なお、株式等に係る譲渡所得等の金額（上場分）に係る損失の金額は、租税特別措置法３７条の１２の２の１項及び２項の規定により、翌年以

後に繰り越されることとなる。 
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別紙３ 

被告主張に係る本件各更正処分等の根拠及び計算 

 

１ 原告甲更正処分等の根拠及び適法性について 

(1) 原告甲更正処分の根拠 

 被告が本件訴訟において主張する原告甲更正処分に係る所得税額等は、次のとおりである。 

ア 総所得金額 ５億７７５１万９４５５円 

 上記金額は、次の(ア)と(イ)の各金額の合計額である。 

(ア) 給与所得の金額 ９１２万０５００円 

 上記金額は、原告甲が平成１９年３月１６日に熱田税務署長に提出した平成１８年分所得税

の確定申告書（以下「原告甲の平成１８年分確定申告書」という。乙２）に記載した金額と同

額である。 

(イ) 雑所得の金額 ５億６８３９万８９５５円 

 上記金額は、次のａとｂの合計額である。 

ａ 原告甲の経済的利益 ５億６６５６万１２９１円 

 上記金額は、原告甲が、本件組合契約に基づいて出資金を払い込み、本件組合契約に基づ

いて、平成１８年中に現物分配を受けたＣ株に係る新株予約権の行使の日における価額と払

込金額との差額の合計額（以下「原告甲の経済的利益」という。）である（別紙３－１）。 

ｂ 公的年金等に係る雑所得の金額 １８３万７６６４円 

 上記金額は、原告甲が、平成１８年中に社会保険庁から支給を受けた金額３０３万７６６

４円から、所得税法３５条２項により、同条４項及び租税特別措置法（平成１９年法律第６

号による改正前のもの。以下「措置法」という。）４１条の１５の２第１項に基づいて算出

した公的年金等控除額を控除した後の金額である。 

イ 株式等の譲渡所得等の金額 ０円 

 （△２億７１７４万８８４４円） 

 上記括弧書きの金額（所得金額の前の△は、損失の金額を表す。以下同じ。）は、原告甲が、

本件組合契約に基づいて現物分配を受けたＣ株を譲渡したことにより生じた収入金額から同株

の取得価額及び譲渡手数料等を控除した金額であり、当該譲渡に係る各金額等の計算の内訳は別

紙３－２のとおりである。 

 なお、株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額については、措置法３７条の

１０第１項後段により生じなかったものとみなされることから、当該金額は零円となる。 

ウ 所得控除の額の合計額 １２２万４２８７円 

 上記金額は、原告甲が原告甲の平成１８年分確定申告書に記載した所得控除の額（医療費控除

の額３０万８７４７円、社会保険料控除の額５３万５５４０円及び基礎控除の額３８万円）の合

計額と同額である。 

エ 課税総所得金額 ５億７６２９万５０００円 

 上記金額は、上記アの総所得金額５億７７５１万９４５５円から上記ウの所得控除の額の合計

額１２２万４２８７円を控除した後の金額（ただし、国税通則法（以下「通則法」という。）１

１８条１項により１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下同じ。）である。 

オ 納付すべき税額 ２億０９４７万２６００円 
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 上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後の金額（ただし、通則

法１１９条１項により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下同じ。）である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額 ２億１０７３万９１５０円 

 上記金額は、上記エの課税総所得金額５億７６２９万５０００円に所得税法８９条１項の税

率（経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法

律（平成１１年法律第８号。平成１８年法律第１０号による改正（廃止）前のもの。平成１７

年分については平成１７年法律第２１号による改正前のもの。以下「負担軽減措置法」という。）

４条の特例を適用したもの。）を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額 １２万５０００円 

 上記金額は、負担軽減措置法６条２項により算出した金額であり、原告甲が原告甲の平成１

８年分確定申告書に記載した金額と同額である。 

(ウ) 源泉徴収税額 １１４万１４５６円 

 上記金額は、原告甲が原告甲の平成１８年分確定申告書に記載した金額と同額である。 

カ 翌年へ繰り越す株式等に係る譲渡損失の金額 ２億７１７４万８８４４円 

 上記金額は、原告甲が、本件組合契約に基づいて現物分配を受けたＣ株の譲渡により生じた損

失の金額であり、翌年以降３年内の各年分において措置法３７条の１２の２第１項の適用を受け

ることができる金額（上記イの括弧内の金額）である。 

(2) 原告甲更正処分の適法性について 

 被告が本件訴訟において主張する原告甲更正処分に係る所得税の納付すべき税額は、上記(1)オ

のとおり、２億０９４７万２６００円であるところ、原告甲更正処分に係る納付すべき税額（別紙

１の「Ｈ更正処分」欄の「納付すべき税額」）と同額であるから、原告甲更正処分は適法である。 

(3) 原告甲賦課決定処分の根拠及び適法性について 

 上記(2)のとおり原告甲更正処分は適法であるところ、原告甲更正処分により新たに納付すべき

税額の計算の基礎となった事実のうち、原告甲更正処分前における税額の計算の基礎とされなかっ

たことについて、通則法６５条４項における正当な理由があるとは認められない。 

 したがって、原告甲に課されるべき過少申告加算税の額は、原告甲更正処分により原告甲が新た

に納付すべきこととなった税額７１９６万円（通則法１１８条３項により、１万円未満の端数を切

り捨てた後のもの。以下同じ。）を基礎として、通則法６５条１項に基づき１００分の１０の割合

を乗じた金額７１９万６０００円となる。この金額は、原告甲賦課決定処分における過少申告加算

税の額（別紙１の「Ｈ更正処分」欄の「過少申告加算税の額」）と同額となるから、原告甲賦課決

定処分は適法である。 

２ 原告乙更正処分等①及び原告乙更正処分等②の根拠及び適法性について 

 被告が本件訴訟において主張する原告乙更正処分①及び原告乙更正処分②（以下、併せて「原告乙

各更正処分」という。）に係る所得税額等は、次のとおりである。 

(1) 原告乙更正処分①の根拠 

ア 総所得金額 ３億６０８３万３８５０円 

 上記金額は、次の(ア)と(イ)の各金額の合計額である。 

(ア) 給与所得の金額 ６１８万円 

 上記金額は、次のａとｂの各金額の合計額（給与等の収入金額８２０万円）から、所得税法

２８条２項により、同条３項４号に基づいて算出した給与所得控除額を控除した後の金額であ
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る。 

ａ Ｋからの給与等の収入金額 ６００万円 

 上記金額は、原告乙が有限会社Ｋ（以下「Ｋ」という。）から平成１７年中に支給された

給与の収入金額であり、原告乙が平成１８年３月１５日に浅草税務署長に提出した平成１７

年分所得税の確定申告書（以下「原告乙の平成１７年分確定申告書」という。乙３）に記載

した給与等の収入金額と同額である。 

ｂ Ｌからの給与等の収入金額 ２２０万円 

 上記金額は、株式会社Ｌ（以下「Ｌ」という。）から平成１７年中に支給された給与の収

入金額である（乙１７）。 

(イ) 雑所得の金額 ３億５４６５万３８５０円 

 上記金額は、原告乙が、本件組合契約に基づいて出資金を払い込み、本件組合契約に基づい

て、平成１７年中に現物分配を受けたＣ株に係る新株予約権の行使の日における価額と払込金

額との差額の合計額（以下「原告乙の平成１７年分経済的利益」という。）である（別紙３－

３）。 

(ウ) 一時所得の金額 ０円 

 原告乙は、原告乙の平成１７年分経済的利益を一時所得として原告乙の平成１７年分確定申

告書に記載しているが、これは雑所得に該当する結果、一時所得の金額は零円となる。 

イ 株式等の譲渡所得等の金額 ０円 

 （△４２０９万００７０円） 

 上記括弧書きの金額は、原告乙が、本件組合契約に基づいて現物分配を受けたＣ株を平成１７

年中に譲渡したことにより生じた収入金額から同株の取得価額及び譲渡手数料等を控除した金

額であり、当該譲渡に係る各金額等の計算の内訳は、別紙３－４のとおりである。 

 なお、株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額については、措置法３７条の

１０第１項後段により生じなかったものとみなされることから、当該金額は零円となる。 

ウ 所得控除の額の合計額 ６８万０７５６円 

 上記金額は、原告乙が原告乙の平成１７年分確定申告書に記載した所得控除の額（社会保険料

控除の額３０万０７５６円及び基礎控除の額３８万円）の合計額と同額である。 

エ 課税総所得金額 ３億６０１５万３０００円 

 上記金額は、前記アの総所得金額３億６０８３万３８５０円から上記ウの所得控除の額の合計

額６８万０７５６円を控除した後の金額である。 

オ 納付すべき税額 １億１７６６万６３００円 

 上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額 １億３０７６万６６１０円 

 上記金額は、上記エの課税総所得金額３億６０１５万３０００円に所得税法８９条１項の税

率（負担軽減措置法４条の特例を適用したもの。）を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額 ２５万円 

 上記金額は、負担軽減措置法６条２項により算出した金額であり、原告乙が原告乙の平成１

７年分確定申告書に記載した定率減税額と同額である。 

(ウ) 源泉徴収税額 １２８５万０２５２円 

 上記金額は、次のａないしｃの各金額の合計額である。 
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ａ Ｋに係るもの ３１万７９８０円 

 上記金額は、原告乙が原告乙の平成１７年分確定申告書に記載したＫからの給与に係る源

泉徴収税額と同額である。 

ｂ 株式等の譲渡所得等に係るもの １２３５万１８７２円 

 上記金額は、原告乙が原告乙の平成１７年分確定申告書に記載した株式等の譲渡所得等に

係る源泉徴収税額と同額である。 

ｃ Ｌに係るもの １８万０４００円 

 上記金額は、原告乙がＬから支給された給与等に係る源泉徴収税額である（乙１７）。 

カ 翌年へ繰り越す株式等に係る譲渡損失の金額 ４２０９万００７０円 

 上記金額は、原告乙が、本件組合契約に基づいて現物分配を受けたＣ株の譲渡により生じた損

失の金額であり、翌年以降３年内の各年分において措置法３７条の１２の２第１項の適用を受け

ることができる金額（上記イの括弧内の金額）である。 

(2) 原告乙更正処分②の根拠 

ア 総所得金額 ２億００６９万５９００円 

 上記金額は、次の(ア)と(イ)の各金額の合計額である。 

(ア) 給与所得の金額 ４２６万円 

 上記金額は、原告乙が平成１９年３月１４日に新宿税務署長に提出した平成１８年分所得税

の確定申告書（以下「原告乙の平成１８年分確定申告書」という。乙４）に記載した金額と同

額である。 

(イ) 雑所得の金額 １億９６４３万５９００円 

 上記金額は、原告乙が、本件組合契約に基づいて出資金を払い込み、本件組合契約に基づい

て、平成１８年中に現物分配を受けたＣ株に係る新株予約権の行使の日における価額と払込金

額との差額（以下「原告乙の平成１８年分経済的利益」という。）である（別紙３－３）。 

(ウ) 一時所得の金額 ０円 

 原告乙は、原告乙の平成１８年分経済的利益を一時所得として原告乙の平成１８年分確定申

告書に記載しているが、これは雑所得に該当する結果、一時所得の金額は零円となる。 

イ 株式等の譲渡所得等の金額 ０円 

 （△１億０１０８万４８３２円） 

 上記括弧書きの金額は、原告乙が、本件組合契約に基づいて現物分配を受けたＣ株を平成１８

年中に譲渡したことにより生じた収入金額から同株の取得価額及び譲渡手数料等を控除した金

額であり、当該譲渡に係る各金額等の計算の内訳は別紙３－５のとおりである。 

 なお、前記(1)イで述べたとおり、株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額

については、措置法３７条の１０第１項後段により生じなかったものとみなされることから、当

該金額は零円となる。 

ウ 所得控除の額の合計額 １０５万４６４０円 

 上記金額は、原告乙が原告乙の平成１８年分確定申告書に記載した所得控除の額（社会保険料

控除の額６７万４６４０円及び基礎控除の額３８万円）の合計額と同額である。 

エ 課税総所得金額 １億９９６４万１０００円 

 上記金額は、前記アの総所得金額２億００６９万５９００円から上記ウの所得控除の額の合計

額１０５万４６４０円を控除した後の金額である。 



32 

オ 納付すべき税額 ５８９１万２２００円 

 上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額 ７１３７万７１７０円 

 上記金額は、上記エの課税総所得金額１億９９６４万１０００円に所得税法８９条１項の税

率（負担軽減措置法（ただし、平成１８年分においては平成１８年法律第１０号による改正（廃

止）前のもの。）４条の特例を適用したもの。）を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減説額 １２万５０００円 

 上記金額は、負担軽減措置法６条２項により算出した金額であり、原告乙が原告乙の平成１

８年分確定申告書に記載した定率減税額と同額である。 

(ウ) 源泉徴収税額 １２３３万９９６２円 

 上記金額は、原告乙が原告乙の平成１８年分確定申告書に記載した金額と同額である。 

カ 翌年へ繰り越す株式等に係る譲渡損失の金額 １億４３１７万４９０２円 

 上記金額は、原告乙が、本件組合契約に基づいて現物分配を受けたＣ株の譲渡により生じた損

失の金額であり、平成１７年分から繰り越された上記(1)カの株式等に係る譲渡損失の金額４２

０９万００７０円と、翌年以降３年内の各年分において措置法３７条の１２の２第１項の適用を

受けることができる金額１億０１０８万４８３２円（上記イの括弧内の金額）との合計額である。 

(3) 原告乙各更正処分の適法性について 

 被告が本件訴訟において主張する原告乙各更正処分に係る所得税の納付すべき税額は、前記(1)

オ及び(2)オのとおり、それぞれ、 

   平成１７年分  １億１７６６万６３００円 

   平成１８年分    ５８９１万２２００円 

であるところ、平成１７年分の納付すべき所得税額については、原告乙更正処分①に係る納付すべ

き税額（別紙２－１の「Ｄ更正処分等」欄の「納付すべき税額」）を上回り、また、平成１８年分

の納付すべき所得税額については、原告乙更正処分②に係る納付すべき税額（別紙２－２の「Ｂ更

正処分等」欄の「納付すべき税額」）と同額であるから、原告乙各更正処分はいずれも適法である。 

(4) 原告乙賦課決定処分①及び原告乙賦課決定処分②の根拠について 

 上記(3)のとおり、原告乙各更正処分はいずれも適法であるところ、原告乙各更正処分により新

たに納付すべき税額の計算の基礎となった事実のうち、原告乙各更正処分前における税額の計算の

基礎とされていなかったことについて、通則法６５条４項における正当な理由があるとは認められ

ない。 

 したがって、原告乙に課されるべき過少申告加算税の額は、原告乙各更正処分により原告乙が新

たに納付すべきこととなった税額を基礎として、次のとおり計算した金額となり、これらの金額は、

原告乙賦課決定処分①及び原告乙賦課決定処分②（以下「原告乙各賦課決定処分」という。）にお

ける過少申告加算税の額（別紙２－１の「Ｄ更正処分等」欄及び別紙２－２の「Ｂ更正処分等」欄

の各「過少申告加算税の額」）といずれも同額となるから、原告乙各賦課決定処分はいずれも適法

である。 

ア 平成１７年分 ６６１万８０００円 

 上記金額は、原告乙更正処分①により原告乙が新たに納付すべきこととなった税額６５５４万

円を基礎として、通則法６５条１項に基づき１００分の１０の割合を乗じた金額６５５万４００

０円に同条２項に基づき期限内申告税額を超える部分の税額１２８万円に１００分の５の割合
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を乗じた金額６万４０００円を加算した金額である。 

イ 平成１８年分 ６３３万円 

 上記金額は、原告乙更正処分②により原告乙が新たに納付すべきこととなった税額４９４６万

円を基礎として、通則法６５条１項に基づき１００分の１０の割合を乗じた金額４９４万６００

０円に同条２項に基づき期限内申告税額を超える部分の税額２７６８万円に１００分の５の割

合を乗じた金額１３８万４０００円を加算した金額である。 



34 

別紙３－１～３－５ 省略 


